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論 文 内 容 の 要 旨 
戦後の日本小売業は、流通先進国のアメリカから、チェーンストアに関する経営理論や技術などを導入し、
日本独自の特性などに合わせながら、近代的な産業へ脱皮した。しかし、その成長の道は平坦ではなかった。
小売業の店舗数は高度成長期に、ほぼ一貫して増加したが、1982年の172万店をピークに減少傾向に転じ、小
売業の売上高も1997年をピークに、低下する一方である。 
 およそ30年間小売業の王座にあったダイエーは3位に後退し、経営危機に直面している。西友はウォルマー
トの傘下に入るなど、流通不況はその激しさを増している。その一方で、1974年には、売上高が11位と10位
であったジャスコとイトーヨーカ堂が独自の経営戦略を展開し、成長している小売企業として、今日では日本
の小売業の１位と２位を占めるに至っている。特に規模の拡大を実現しつつ収益性を維持したジャスコの成長
は著しい。ジャスコは３つの地方小売チェーンの提携合併から出発し、紆余曲折の道を歩みながらも拡大戦略
を展開することで成長してきた。この大不況のなかで同社の1人勝ちが際立っている。 
 低迷し続けている小売業界の中で、イオン（当社は2001年8月から社名をジャスコからイオンへと変更した）
はなぜ大躍進できたのか、その成長の原動力はどこから生まれたのか、そしてイオンの成功経験からインプリ
ケーションを抽出できるのか、などの問題意識を持って、イオンの成長を追跡しながら、主にイオンの連邦制
経営を軸とした提携・合併戦略、出店戦略、多業態戦略、商品調達戦略、そして人材戦略の角度からイオン成
功の原動力を解明していくのが本論文の内容である。 
 本論文の研究期間は戦後日本の高度経済成長期の後半から現在に至るまでである。ジャスコは日本の高度経
済成長期の後半、まず３社のローカルチェーンの合併によって出発し、ダイエーなどの大手小売企業とは異な
った道を歩み始めた。そして今日、ジャスコは、日本の小売業界において独自の革新による発展を遂げている。
その革新とは、21世紀を境として大きく二つに分かれている。すなわち、20世紀末までには連邦制経営を軸と
した提携・合併戦略、出店戦略、多業態戦略、そして人材戦略の展開という革新を背景とし、21世紀以降には、
大きく変わりつつある小売競争環境の中で、出店、業態、人材に関する戦略を見直すことと同時に、さらに商
品調達に関する戦略の必要性を再認識し、その上で「グローバル10」へ挑戦することとなった。本稿では、そ
うした一連の戦略転換に焦点を当て、戦後日本における総合スーパーの経営革新の形成について検討していく。 
 本論文は次の諸章から構成される。 
 第１章では、主として戦後経済復興期（1945～1955）から高度経済成長期（1956～1972）の中葉にかけて、
スーパーのような革新的な小売業態が日本に導入されるときに、その生成、そしてその成長に多大な影響を与
えた主な要素を、経済、社会、文化、法律などの角度から分析するとともに、戦後の革新的小売業態の発生基
盤と条件を探る。 
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 第２章では、出店戦略について、ジャスコは自分が置かれる環境の変化に迅速かつ柔軟的に対応するために、
都心、地方、都心という独自の時系列的出店戦略を形成、展開していることを明らかにする。 
 第３章では、ジャスコが業態革新を行う際に、本業を軸に展開する方針を重視する戦略や独自の業態革新と
提携・合併による新業態の導入を併用するなどの戦略を究明する。 
 第４章では、ジャスコの急成長を遂げた原動力を究明するために、人材戦略の側面から、ジャスコが設立さ
れてから独自の人材育成戦略と人事戦略の形成を検討する。 
 第５章では、21世紀に入ってからのイオンの経営戦略転換を検討する。 
 終章ではイオンという小売企業の一連の経営革新を追跡することによって、小売企業が持続的な成長を求め
るためのインプリケーションを抽出し、小売企業が経営革新の創出メカニズムを究明する上で重要な手がかり
になることを確認し、最後に本論文の内容を総括する。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
戦後、日本の流通は高度成長期以降、大きく変化した。その流れを牽引したのはアメリカのＳＳＤＤＳ（Self 
-Service D scount Department Store）をモデルとしながらも、食料品から衣料品、家具・什器にいたるまで、
家庭生活用品を総合的に取り扱う小売業として、日本で独自の成長を遂げた総合スーパーであった。しかし、
その総合スーパーも、1990年代後半からは、マイカルやダイエーの破綻に象徴されるように、業態としての転
換期を迎えている。その中で、グローバル10を目指して躍進を続けているのがイオングループである。本論文
は、このイオングループの中核をなすジャスコの誕生から今日に至るまでの軌跡をたどりながら、総合スーパ
ーの経営革新過程を分析したものである。 
 論文は、本文５章の他、序章と終章から構成されている。まず序章では、近年におけるイオンの急成長を確
認した後、先行研究のレビューを通して、イオンが出店、業態、人材、商品調達の４つの点で競合他社とは異
なった独自の戦略を採用してことを確認する。 
 第１章では、これらを分析する前提として、戦後日本における流通革新の発生基盤と条件を検討し、消費財
産業における大量生産体制の確立と大量消費時代の到来を確認する。これらを実現するためにはそれに見合っ
た流通体制の整備が必要であったが、それが革新的経営者に挑戦の舞台を準備したのである。 
 第２章では、イオンの出店戦略の原型が、特に業界のトップを走ったダイエーとの比較を通して分析される。
ローカルスーパーの合併によって1969年に誕生したジャスコは、圧倒的勢力を誇るダイエーとは対照的に、地
方の小都市への出店と地方の有力スーパーとの合併による連邦制経営によってその基盤の確立を図る。その過
程で、不採算店や店舗拡大が困難な店舗については積極的に閉鎖した。 
 第３章では、ジャスコの業態開発過程が分析される。総合スーパーの他に、食品スーパー、ドラッグストア、
コンビニエンスストア、専門店、ディスカウントストアなどの業態に進出するが、ほぼ一貫して本業としての
小売業に集中しており、そこでは独自の開発だけではなく、合併や連携を通した多様な形式が採用された。 
 第４章では、人材育成戦略が分析される。合併企業として出発したジャスコは人事の公平性を確保するため、
早くから社内に人事登用制度を導入し、社内教育に力を入れた。それは後にパートタイマーにまで及ぶが、こ
れらが地方の有力スーパーがジャスコとの合併を受け入れる条件ともなった。 
 第５章では、イオンが21世紀に入って表明した「グローバル10」とそのための総合的な戦略の再検討が分
析される。その中で、特にグローバル化に伴う商品調達戦略の転換が、直接取引の構築と物流新体制の構築に
焦点を当てて分析される。 
 終章では、以上の分析を受けて、イオンが集中と分権を巧みに組合せ、地域に密着した連邦制システムや人
間的共存共栄を図ることなどで、競争優位のバランスを備えてきたと総括し、それがグローバルリテーラーと
の競争に耐えうる体質を確立したと主張する。 
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 本論文は、業態革新を内から捉えることを重視するあまり、対象を相対化する視点が弱く、また近年のイオ
ンを支えるショッピングセンター開発についても十分に分析されていない、連邦制経営を掲げたかつてのジャ
スコと近年のイオンとの戦略的連続性の位置づけが不明確であるなど、いくつかの課題を残しているが、総合
スーパーの中でもローカルベースで発展した企業が経営資源を蓄積し、グローバル企業へと成長する過程を総
合的に分析することによって、新たな業態の確立とその進化の過程を明らかにしたものと評価できる。 
 その点から、審査委員会は全員一致で、本論文が博士（商学）の学位に値するものと判断した。 
